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行田市下水道事業運営審議会

日本下水道事業団

ソリューション推進部 事業経営支援課長
兼 研修センター教授

山田 敏史

行田市公共下水道事業の現状について

資料３
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2日本下水道事業団とは

根拠法： 日本下水事業団法

設立主体： 地方公共団体（地方共同法人）

設立認可、監督： 国土交通大臣

事業開始： 昭和47年11月

日本下水道事業団は、法令、国のガイドライン、マニュアルに沿って、下水
道事業に関する国の政策目標を達成するため、事業主体である地方公共
団体を支援することを目的としています。

主な業務： 下水道施設の設計・建設・維持管理・経営に関する支援
下水道職員の研修育成、技術開発
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3今回の内容

１．下水道事業会計の決算の状況（令和3年度）

２．決算統計（地方公営企業年鑑）の活用

～行田市の経営基礎条件を確認する。

３．経営指標の活用

～行田市の経営状況を他都市と比較する。

４．下水道事業の今後の課題
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剰余金 10億1,573万円

233億9,300万円

流動資産 3億1,986万円

資本金 56億7,032万円

⻑期前受金

79億2,506万円

固定資産

固定負債

80億2,427万円

流動負債10億7,748万円 116億3516万円

流動資産4億6,772万円

固定負債

流動負債4億6,773万円

⻑期前受金
38億5,648万円

資本金
40億692万円

剰余金 4億1,784万円

31億4,823万円

固定資産

１．下水道事業会計の決算の状況（令和3年度）

貸借対照表

行田市

事業に供するため取得した
資産（管きょ）

うち現金 2.3億円

資金を獲得するため
に負った借入金

国・一般会計等
からの補助金

北本市

うち現金 1.4億円

負
債

地方公営企業は、長期間のサービス提供を前提としているため、資本は借入金により
賄うことが一般的です。

流動資産÷流動負債（企業債）×100（％）＝３19百万円/1,077百万円×100％＝29.6（％）
であり資金ショートの恐れがある経営体質です。（北本市 99.9％）

負債性の資金で占められており自己資本が僅少です。
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維持管理費5億2,627万円
減価償却費8億9,767万円

8億9,716万円

営業費用 営業収益

純利益 1億4,917万円

14億2,395万円

⻑期前受金戻⼊
3億3,397万円

営業外収益

8億5,009万円

特別損失 33万円

営業外費用
1億7,380万円

損益計算書

本来営業収益で稼
ぎ出すべき費用

補助金で取得した資産について
減価償却費に応じて収益化
（現金収入ではない）

本業の稼ぎ

行田市 北本市

本業の稼ぎでは事業コストを賄いきれず、営業外収益で埋め合わせています。

１．下水道事業会計の決算の状況（令和3年度）

維持管理費３億6,110万円
減価償却費４億9,939万円

営業収益営業費用
8億6,054万円

営業外費用 5,713万円
純利益 7,620万円

５億2,530万円

特別利益 207万円

営業外収益

4億6,650万円
⻑期前受金戻⼊
１億9,907万円
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①本来収益で賄わなければならない費用
営業費用（維持管理費+減価償却費）14億2395万円 + 支払利息1億7380万円

-長期前受け金戻入 3億3397万円 ＝12億6378万円
※補助金等で得た資産の減価償却費見合い分を収益化

6

➁営業収益 8億5009万円

4億1369万円不足

営業費用を賄えない不足分は、一般会計（市税等）で賄っている状況です。

① - ➁

③営業外収益
他会計負担金 +他会計補助金 計 5億6319万円

１億4917万円の当期純利益

１．下水道事業会計の決算の状況（令和2年度）

特別損失△33万円
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7１．下水道事業会計の決算の状況（令和2年度）

7

財務余力が乏しいため（手持ち現金が少ない）、外部環境の
変化を受けやすい脆弱な経営状況であると言えます。

【今後予想される経営環境の変化】
・人口減少 ・・・収入減に直結
・市の財政状況の悪化 ・・・財源の枯渇
・国の財政措置見直し
・施設の老朽化 ・・・立ち直る力が低い
・災害

自立した経営を目指した見直しが急務です。

考察

本業の収益では事業コストを賄いきれず、営業外収益に市税
を投入して埋め合わせています。

✓

✓
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8（参考）下水道財政への公費負担についての考え方

下水道財政研究委員会・・・下水道事業の財政問題を検討することを目的に、
学識経験者、関係省庁、地方公共団体代表者により構成された委員会

出典：総務省HP「第5次財研における費用負担の考え方」
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２．決算統計（地方公営企業年鑑）の活用
～行田市の経営基礎条件を確認する。
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10２．決算統計（地方公営企業年鑑）の活用

総務省のホームページにおいて「地方公営企業年鑑」として公開されています。

10

決算統計は、政府統計の一つです。予算の執行を通じて地方公共団体がどのよ
うに行政運営を行ったかを見るための基礎となるものです。

決算統計（地方公営企業年鑑）とは？
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11２．決算統計（地方公営企業年鑑）の活用

経営の基礎条件を確認してみましょう。

（ストック情報）

11

①処理区域内人口密度

➁一人当たり管きょ延長

③一人当たり事業費

④普及率

データの出典：総務省「令和2年度地方公営企業年鑑」

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/c-aisei/kouei_R02/index_ge.html

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/c-aisei/kouei_R02/index_ge.html
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12２．決算統計（地方公営企業年鑑）の活用

①処理区域内人口密度

現在処理区域内人口/現在処理区域面積

下水道事業の効率性を見る最も基本的な項目。

→日本での最高値は東京都23区の約170人/ha
全国平均約41.4人/ha （ともに公共下水道、令和2年度の集計値）

（数字が大きい程、経営効率はよくなります。）

（一般に下水道事業の採算ラインは40人/ha以上と言われます。）
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13２．決算統計（地方公営企業年鑑）の活用

埼玉県内市町村処理区域内人口密度（令和2年度）

総務省「令和2年度地方公営企業年鑑」-7.下水道事業の概況-12.個表に所収のデータに基づき、日本下水道事業団にて算出

行田市48.7人/ha

埼玉県内の地方団体は、東京に隣接するという地の利から、平均値が全国を上回っています。
その中で、行田市は、全国平均レベルにあります。
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14２．決算統計（地方公営企業年鑑）の活用

➁一人当たり管きょ延長

下水管敷設延長/現在処理区域内人口

処理区域内人口密度が低いほど延長が長くなる傾向

＝整備費が高くなる

→日本での最高値は東京都23区の1.7ｍ

全国平均7.6ｍ

（数字が小さい程、経営効率はよくなります。）
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15２．決算統計（地方公営企業年鑑）の活用

総務省「令和2年度地方公営企業年鑑」-7.下水道事業の概況-12.個表に所収のデータに基づき、日本下水道事業団にて算出

埼玉県内市町村一人当たり管きょ延長（令和2年度）

行田市5.7ｍ

埼玉県内の地方団体は、東京に隣接するという地の利から、平均値が全国を上回っています。
その中で、行田市は、県内平均レベルにあります。
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16２．決算統計（地方公営企業年鑑）の活用

➁一人当たり管きょ延長

下水管敷設延長/現在処理区域内人口

①処理区域内人口密度

現在処理区域内人口/現在処理区域面積

✕
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17２．決算統計（地方公営企業年鑑）の活用

埼玉県内市町村処理区域内人口密度と一人当たり管きょ延長（令和2年度）

総務省「令和2年度地方公営企業年鑑」-7.下水道事業の概況-12.個表に所収のデータに基づき、日本下水道事業団にて算出（横軸）
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18２．決算統計（地方公営企業年鑑）の活用

③一人当たり事業費

総事業費/現在処理区域内人口

合併浄化槽設置費用との比較で100万円が一つの目安

（注）上記目安は、あくまで講師の私見です。
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19２．決算統計（地方公営企業年鑑）の活用

総務省「令和2年度地方公営企業年鑑」-7.下水道事業の概況-12.個表に所収のデータに基づき、日本下水道事業団にて算出

埼玉県内市町村一人当たり事業費（令和2年度）

行田市1,077千円

埼玉県内の地方団体は、東京に隣接するという地の利から、平均値が全国より少額です。
その中で、行田市は、県内平均を少し上回るレベルにあります。
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20２．決算統計（地方公営企業年鑑）の活用

④下水道普及率

現在処理区域内人口/全体計画人口

ここでは事業計画に対する普及状況を見ます。

※この他に、行政区域内人口、市街地人口、排水区域内人口を分母として算出できます。
又は、面積で算出する方法もあります。
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21２．決算統計（地方公営企業年鑑）の活用

総務省「令和2年度地方公営企業年鑑」-7.下水道事業の概況-12.個表に所収のデータに基づき、日本下水道事業団にて算出

埼玉県内市町村下水道普及率（令和2年度）

行田市67.9%

埼玉県内の地方団体は、東京に隣接するという地の利から、平均値が全国を上回っています。
その中で、行田市は、全国平均並みとなっています。
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22２．決算統計（地方公営企業年鑑）の活用

③一人当たり事業費

総事業費/現在処理区域内人口

④下水道普及率
総事業費/現在処理区域内人口

✕

人口一人当たりの下水道整備にどれくらいの費用を要し、その結果としてどの程度普及率が上がっているのか？
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23２．決算統計（地方公営企業年鑑）の活用

総務省「令和2年度地方公営企業年鑑」-7.下水道事業の概況-12.個表に所収のデータに基づき、日本下水道事業団にて算出

埼玉県内市町村一人当たり事業費と普及率（令和2年度）
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24

・基礎的な経営条件（処理区域内人口、過去の投資額
等）は、独立採算による運営が出来る水準にある。

⇒下水道事業を行う一定の合理性がある。

考察

２．決算統計（地方公営企業年鑑）の活用
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３．経営指標（経営比較分析表）の活用
～行田市の経営状況を他都市と比較する。
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26３．経営指標（経営比較分析表）の活用

• 各団体の公営企業ごとの経営比較分析表が
公表されている

→埼玉県のウェブサイトを参照

26

経営比較分析表は、国（総務省）が、全国の自治体を対象に、フロー情報（経年
変動があるもの）に関する経営指標を指定して、共通様式で作成させているもの
です。

【国（総務省）の問題意識】
・人口減少による収入減少があるはず。
・維持管理費は物価・労務単価の上昇により増加するはず。
・老朽施設の更新投資が必要で、それにより借金と返済費用が増えるはず。

https://www.pref.saitama.lg.jp/a0107/koueitantou/
keieihikakubunsekihyou/r2/r2.html

経営比較分析表とは？

https://www.pref.saitama.lg.jp/a0107/koueitantou/
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27３．経営指標（経営比較分析表）の活用

※時点にご注意ください
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・事業の効率性を図る指標

→①水洗化率、施設利用率

・経営の健全性を図る指標

→➁汚水処理原価、③経費回収率、企業債残高対事業規模比率、

経常収支比率、累積欠損金比率、流動比率

・老朽化の状況を図る指標

→ 管きょ改善率、

有形固定資産減価償却率、管きょ老朽化率

今回は の指標について解説する。

３．経営指標（経営比較分析表）の活用

下水道事業の経営指標

データの出典：総務省「令和2年度決算 経営比較分析」

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/c-zaisei/kouei/r02keieihikakubunsekihyo.html

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/c-zaisei/kouei/r02keieihikakubunsekihyo.html
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29３．経営指標（経営比較分析表）の活用

①水洗化率

現在水洗便所設置済人口/現在処理区域内人口×100

現在処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置して
汚水処理している人口の割合

→公共用水域の水質保全や、使用料収入の増加

等の観点から100％に近いことが望ましい。
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30３．経営指標（経営比較分析表）の活用

総務省「令和2年度決算＿経営比較分析表」-経営指標算出元データに所収のデータに基づき、日本下水道事業団にて算出

埼玉県内市町村水洗化率（令和2年度）

行田市89.5%

埼玉県内の地方団体は、平均値が全国を上回っています。
その中で、行田市は、全国平均を少し上回るレベルです。
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31３．経営指標（経営比較分析表）の活用

➁汚水処理原価

汚水処理費/年間有収水量

有収水量1㎥ あたりの汚水処理費

汚水処理費の上昇（電気代、重油代等の高騰、労務単価の上昇）と
年間有収水量の減少（人口減少、節水機器の普及）とにより、上昇傾
向にある。



Japan Sewage Works Agency

32３．経営指標（経営比較分析表）の活用

埼玉県内市町村汚水処理原価（円/㎥）（令和2年度）

総務省「令和2年度決算＿経営比較分析表」-経営指標算出元データに所収のデータに基づき、日本下水道事業団にて算出

行田市150円/㎥

埼玉県内の地方団体は、人口の多さ、流域下水道によるスケールメリットから平均値が
全国を上回っています。その中で、行田市は、県内平均レベルとなっています。
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33３．経営指標（経営比較分析表）の活用

④経費回収率

汚水処理費用を、使用料でどれ程回収できているかを示す指標

→率が低い程、一般会計の負担が大きいため、使用料の適正
化、コスト縮減の両面から、率の上昇に努める必要がある。

使用料収入（使用料単価）/汚水処理費（汚水処理原価）
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34３．経営指標（経営比較分析表）の活用

埼玉県内市町村経費回収率（令和2年度）

総務省「令和2年度決算＿経営比較分析表」-経営指標算出元データに所収のデータに基づき、日本下水道事業団にて算出

行田市72.7%

埼玉県内の地方団体は、過去に下水道使用料の改定をしてこなかったため、経費回収率は全国
平均を下回っています。その中で、行田市は、県内平均を下回っています。

経営戦略 Ｐ33 にも記載あり
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③汚水処理原価

３．経営指標（経営比較分析表）の活用

✕

汚水処理原価と経費回収率の相関関係を調べる

④経費回収率
使用料収入（使用料単価）/汚水処理費（汚水処理原価）

汚水処理費（維持管理費＋資本費）/年間有収水量
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36３．経営指標（経営比較分析表）の活用

総務省「令和2年度地方公営企業年鑑」-7.下水道事業の概況-12.個表に所収のデータに基づき日本下水道事業団にて算出

埼玉県内市町村経費回収率と汚水処理原価（令和2年度）
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37３．経営指標（経営比較分析表）の活用

使用料単価

使用料収入/年間有収水量

有収水量1㎥あたりの使用料収入であり、使用料の水準を
示す。

（参考）
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38３．経営指標（経営比較分析表）の活用

埼玉県内市町村下水道使用料単価（円/㎥）（令和2年度）

総務省「令和2年度決算＿経営比較分析表」-経営指標算出元データに所収のデータに基づき、日本下水道事業団にて算出

行田市109円/㎥

埼玉県内の地方団体は、下水道使用料が安価であったため、経費回収率は全国平均を下回って
います。その中で、行田市は、県内平均を下回っています。
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出典：総務省HP「使用料について」

（参考）下水道使用料の水準（目安）
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イ 社会資本整備総合交付金事業

イ－７ 下水道事業

２．交付対象事業の要件

（７）使用料改定の必要性の検証に係る要件
公営企業会計の導入済みの地方公共団体について、令和2年度以降、少なくとも５年に１回の頻度で、下水道使

用料の改定の必要性に関する検証を行い、経費回収率の向上に向けたロードマップ（概ね１０年程度での段階的な
使用料適正化や経営改善等の具体的取組、実施予定時期及び業績目標を記載（有識者等の意見を聴いて策定さ
れたもの））を策定し、国土交通省へ提出するとともに、検証結果を公表していること。

（社会資本整備総合交付金交付要綱（令和4年6月15日最終改正）

付属第２編 交付対象事業の要件 国土交通省 より抜粋）

（参考）社会資本整備総合交付金の扱い

・ロードマップに定めた業績目標を達成できない場合。
・令和7 年度以降、供用開始後30 年以上経過しているにも関わらず、使用料単価が150 円/m3 未満であり、か
つ経費回収率が80％未満であり、かつ15 年以上使用料改定を行っていない場合。

『下水道事業における収支構造適正化に向けた取組の推進についての留意事項』
（令和2年7月22日付 国土交通省水管理・国土保全局下水道部下水道事業課企画専門官）

※汚水処理について、社会資本整備総合交付金の重点配分の対象としないケース

３．経営指標（経営比較分析表）の活用

行田市は、上記の条件を充たせておらず、経費回収率の向上に向けたロードマップの策定が
急務となっています。
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・行田市は、埼玉県荒川左岸北部流域下水道に加入し
ている効果で、汚水処理原価は平均的なレベルに留
まっています。

・使用料の水準が低いため、経費回収が十分でない。

・水洗化率が県内でも低い水準である。

ただし、課題として、

考察

このままでは、下水道整備に必要な国からの交付金
がもらえなくなる可能性がある。

３．経営指標（経営比較分析表）の活用
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① 行田市の下水道事業は昭和２５年度に事業着手しており、汚
水管のうち約45㎞（全体約254kmの約18%）は、すでに標準的な

耐用年数（施工後５０年）を超えており、今後も増加する見込み
です。

（１）下水道施設の老朽化や地震などへの対応

➁ 施設の一部について耐震診断が未了となっています。
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（２）資金不足への対応

４．下水道事業の今後の課題

現状では、行田市は、社会資本整備総合交付金の重点配分の
対象としないケースに該当しています。

今後建設投資を行うにあたり、下水道使用料の改定の必要性
に関する検証を行い、経費回収率の向上に向けたロードマップを
策定しなければ、国からの補助金がもらえません。
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ご清聴ありがとうございました。


